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１．はじめに 集中地域の企業の生産性を外部的に効率化する

ことをモデル化しており 1)，Venables2)はそのメ

カニズムを空間的応用一般均衡分析に適用して

いる．一方，人流に関しては，Koike and Ueda3)

が発生地の生産拡大効果を SCGE モデルとして

モデル化しており，さらに家計生産関数を用い

てトリップ集中地域における需要拡大効果の計

測を試みている．しかしながら，人流に関して

交通集中地域への外部的な効果をモデル化した

ものは，２地域一般均衡モデルを用いてミーテ

ィング外部性に関する理論的検討を行った松

島・小林 4)等に限られている（表－１）． 

交通プロジェクトの費用便益分析は，原則的

にまず旅行者が時間短縮便益等を享受し，その

便益が市場メカニズムを介して波及し，最終的

に世帯や企業に帰着するというメカニズムを想

定して行われてきた．しかしながら，日常の業

務トリップや私用・帰省トリップ等の性質を考

えると，旅行者のみならず，着地において利用

者とコミュニケーションする側にもトリップの

便益が外部効果として及んでいると考えられる．

業務トリップであれば，着地側の企業が旅行者

とフェイス・トゥ・フェイスのコミュニケーシ

ョンをとることにより，業務に関する新たな情

報を得て，生産効率を向上させることが考えら

れる．また，帰省トリップであれば，着地側の

家族が都市圏から帰ってくる家族と対面するこ

とにより，大きな効用を得ていると考えられる． 

また，小林ら5)および小林・福山・松島6)等の

一連の研究において，こうしたフェイス・トゥ・

フェイスのコミュニケーションによる効果やその

形成メカニズムについての検討がなされているが，

SCGEモデルの枠組みの中での実証的な検討はま

だ行われていない． 
これまで，交通基盤整備による地域間交易

（物流による交易）の活性化が交通発生地域産

業の生産拡大に及ぼす影響については，通常の

空間的応用一般均衡モデル（Spatial Computable 

General Equilibrium Model，以下 SCGE モデルと

表記）で取り扱われてきた．一方，新経済地理

学（New Economic Geography，以下 NEG と表

記）では生産財あるいは中間財の集中が，交通 

 そこで，本稿では，まず業務トリップに関する

効果に着目し，業務トリップの集中による生産性

向上効果を生産関数に取り込んだSCGEモデルを

提案する．また，本モデルに即した形で便益帰着

構成表を記述し，本モデルの枠内においては，こ

れまで考えられてきた利用者便益に加えて，「着

地側でのコミュニケーションによる生産性向上の

便益」を交通プロジェクトの便益として計測する

ことが可能であることを示す．また，具体的な関

数形を想定した上で簡単な数値シミュレーション

を行う． 
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２．SCGEモデルの定式化 
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本稿で紹介する SCGE モデルの構成を図－１

に示す．本モデルでは Koike and Ueda の定式化

に従い，業務トリップを企業の投入要素の１つ

として取り扱っている．さらに，企業の生産性

と業務トリップ集中量を関連づけることにより，

業務トリップ集中量の増加に伴うコミュニケー

ション増大の効果を計測可能としている点が大

きな特徴である． 

 図－１ モデルの構成 
働 （１）モデルの主な仮定 

sr ：地域 における資本価格（資本レント） s
s１）S個に分割され，かつ閉じた国土空間を考え

る． 
sK ：地域 の家計の資本の初期保有量 

sΩ ：地域 の家計の労働の初期保有量 s
 ２）経済主体は各地域毎に企業，家計，旅客交

通企業の３主体より構成されている．各地

域にそれぞれ１つの企業，家計，旅客交通

企業が存在する． 

（ｂ）企業 

企業は自地域の家計から提供される労働，資

本，および自らが行う業務トリップを生産要素

として，財を生産し，利潤を最大化する．ここ

で，当該地域への業務トリップ集中量が増加す

れば，トリップに伴うフェイス・トゥ・フェイ

スのコミュニケーションの増加により，その地

域おける生産性が向上すると仮定する．ここで

は簡便のため，以下のようにヒックス中立型の

技術外部性として定式化を行う． 

３）合成財市場は完全競争市場である． 

４）旅客交通サービス市場において交通サービ

スの価格は外生的に与えられ，旅客交通企

業については利潤（あるいは赤字）が発生

する．発生した利潤あるいは赤字は交通企

業内に留保される． 

５）社会は長期的均衡状態にある． 
( )sspfsspfssssOLKpfs OqLwKrYp

spfspfs
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( ) ( )spfspfspfsss OLKFDYts ,,. ⋅Φ=　　        (4) （２）各経済主体の行動原理 

pfsΠ ：地域 における企業の利潤 s
Y

（ａ）家計  
s
K

：地域 における合成財生産量 s家計は企業および旅客交通企業に生産要素

（労働，資本）を提供し対価を受け取り，各地

域で生産される合成財および余暇を消費するこ

とにより，効用を最大化する．具体的には以下

のように定式化される． 
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sD
F

：地域 における業務トリップ集中量 s
spfs ：地域 における企業の生産関数（1次同次） 

 

ssssss KrLwXpts +≤　.                   (2) ここで，業務トリップ合成財は各地域への業

務トリップ量の関数として以下のように表され

る． 
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sX ：地域 の家計の合成財需要量 s
sLe ：地域 の家計の余暇需要量 s ( )∑ += srsrssrss ftwqOqts    ..  (6) 
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srq  ： 地域からs r地域への交通費用 
t s r

（４）便益帰着構成表の作成 
sr  ： 地域から 地域への交通所要時間 

これまで示した定式化のもとで，交通基盤整

備等により地域rs間の所要時間 が変化した場合

の便益帰着構成表を表－２に示す．なお，導出

の過程については紙面の都合上割愛する． 

t
 

sr
（ｃ）旅客交通企業 

自地域の家計からの資本，労働を生産要素と

して，旅客交通サービスを生産し，企業に対し

て提供する．ここで，旅客交通企業は企業から

需要される分だけ旅客交通サービスを生産する

ものとし，その行動は費用最小化原理に基づく

と仮定する． 
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この表から分かるように，本モデルにおいて

は利用者便益    および交通企業の収入変

化    に加えて集中トリップの増加に伴う

技術的外部効果    が、コミュニケーショ

ンによる生産性向上便益として計上される点が

特徴的である． 
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tfsK
L

：地域 における旅客交通企業の資本需要量 s
s ３．数値シミュレーション 

tfs
F

：地域 における旅客交通企業の労働需要量 
stfs：地域 における旅客交通企業の生産関数 

（１）関数形の設定  
 ２．の定式化において設定された各関数を以

下のように特定化する． 
（３）市場均衡条件 

本モデルにおける各市場（合成財市場，労働

市場，資本市場）における市場均衡条件は下式

のようになる．なお，交通サービス市場では旅

客交通企業の行動原理から自動的に需給均衡は

成り立つ． 
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表－２ 便益帰着構成表 

地域ｓ 地域ｒ 主体 
項目 世帯 企業 交通企業 小計 世帯 企業 交通企業 小計 

交通企業の収入変化         

利用者便益         

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝによる生産性 
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 注）線積分の記号は省略している． 
  
 



表－３ パラメータの設定 

関数 設定値 

効用関数 α11=0.9，α12=0.1 
α21=0.8，α22=0.2 

全要素生産性 β1D=0.2，β2D=0.4 
企業の生産関数 β11=0.6，β12=0.3，β13=0.1 

β21=0.5，β22=0.3，β23=0.2 
業務トリップ合成

財 
Γ11=0.333，Γ12=0.667 
Γ21=0.5，Γ22=0.5 

旅客交通企業の 
生産関数 

δ11=0.6, δ12=0.4 
δ21=0.5, δ22=0.5 

表－４ 外生変数の設定 

外生変数 設定値 

初期保有量 K1=78.34，K2=1.31 
Ω1= 204.16，Ω2= 4.53 

交通費用 q11=1, q12=20, q21=20, q22=1 
交通所要時間 t11=5, t12=100, t21=100, t22=10 
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（２）各パラメータおよび外生変数の設定 

 対象地域を２地域とし，地域１を大都市圏，

地域２を地方中小都市と想定した上で，各パラ

メータおよび外生変数を表－３，４のように設

定する． 

 

（３）数値シミュレーションの結果 

  （２）の設定をwithoutとし，withにおいてある

交通プロジェクトにより地域１・２間の交通所

要時間が10%低下したと想定し，数値シミュレー

ションを行った．なお，シミュレーションに際

しては地域１の賃金率をニュメレールとした． 

表－２に従い作成した便益帰着構成表を表－

５に示す．この表からわかるように，各地域に

おいては交通所要時間が低下することに伴う利

用者便益だけでなく，業務トリップの集中に伴

うコミュニケーション増加による生産性向上の

便益が発生し，それらが財・サービスの価格変

化，賃金変化および資本配当変化を通じて家計 

 

表－５ 便益帰着構成表 

世帯　 企業 交通企業 小計 世帯　 企業 交通企業 小計

交通企業の収入変化 0.26 0.26 0.01 0.01
利用者便益 1.48 1.48 0.02 0.02
コミュニケーションによる
生産性向上便益 0.04 0.04 0.08 0.08

財・サービスの価格変化 1.34 -1.34 0.00 0.00 0.00 0.00
賃金変化 0.00 0.00 0.00 0.00 0.07 -0.07 0.00 0.00
資本配当変化 0.18 -0.18 0.00 0.00 0.03 -0.03 0.00 0.00

合計 1.52 0.00 0.26 1.79 0.10 0.00 0.01 0.11

　　　　　　　　　　　　主体
項目

地域１ 地域２

 

に帰着していることがわかる．本モデルにおい

ては，これまで考えられてきた利用者便益に加

えて，コミュニケーション増加による生産性向

上の便益も交通プロジェクトの効果として計測

することが可能である． 

 

４．おわりに 

今後は，現実のデータを用いてモデルの推定

およびシミュレーションを行うことにより，着

地先でのコミュニケーションによる便益が利用

者便益と比してどの程度のオーダーであるか等

について，実証的な研究を積み重ねていくこと

が課題となる．また，本来，コミュニケーショ

ンを行うためにはトリップ費用のみならず，ミ

ーティング施設の確保に要する費用，ミーティ

ング時間の機会費用など各種費用を伴うと考え

られる．こうした点を明示化した実証的なSCGE

モデルの開発も大きな課題である．これらの諸

課題に関する検討の方向性についての詳細な議

論は，講演時に譲る． 
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